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これまでの健康施策の二つのミステーク 
 

１）小規模な事業規模（参加者人数）による展開  

２）比較的健康意識の高い人を中心とした取組 

 

そのため政策効果が小さい ☞ 医療費適正化が実現しない 

ポピュレーションアプローチの具体化が必要！ 

１）約7割を占める無関心層へのアプローチの欠如 

２）意識がなくても歩いてしまうまちづくりの発想の欠如 

３）データに基づく健康づくり施策が未整備 
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健康ポイントの政策効果が得られていない理由 

全国の自治体や健保の一部で実施されているが、 

1. どのような制度が、無関心層も含めた国民の健康づくり開
始と継続へのインセンティブになるかについてのエビデンス
不足。     

2. どの程度の事業規模であれば医療費や介護保険費の増
加抑制及び経済活性へのインパクトが得られるのかについ
てのエビデンス不足。 

3. 健康ポイントを付与すべき基準が確立されていない。 

 

現状の健康ポイント策の実施保険者においては、 

1. 利用者は住民や社員の一部に留まっており、しかも健康づ
くり関心層が中心となっている。 

2. 利用者が増加するとポイントの原資が増加し、財政的にサ
ステナブルな制度が確立されていない。 
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健康ポイント制度を設計するためのポイント 

1. 年齢によってインセンティブの影響が異なる。一方、性差の影響は弱い。 
 

2. 自治体事業の場合は、住民への周知が重要。 
 

3. ポイントの使い道は、公的制度に対する充当への関心が高い。 
 

4. インセンティブの金額は、低すぎず、高すぎずのバランスが重要 
 

5. インセンティブの種類は、努力＋成果型が、確定型及び成果型より好ま
れる傾向がある。 
 

6. 医療費適正化への貢献は、継続年数が重要。 
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健康ポイントを制度化するための課題 

１．健康ポイントの原資調達がサステナブルな仕組みづくり 
    ☞ 無関心層を動かすと多額の原資が必要になる 
   第1step → 保険者（自治体や健保）、健康サービス企業、サービス参加者 
   第2step → 健康保険や介護保険など公的制度の支援 
   
2. 医療情報と健康情報の活用及び2次利用の制度化 

  ☞ 公衆衛生に資することが前提 
 第1step→ 国保＋社保のデータ一元化の環境整備 
   第2step→ 個人情報保護法 

① 両課題とも大きな壁が存在するが、それを突破するためには成功モデルを 
    創ることが一番の近道 
② そのためには、全体コーディネータの推進力の機能と各プロジェクト担当者 
    の役割認識（部分利益から全体利益）がなされるかどうかがカギ 
   ☞ 必ずしも国プロではこれが機能してこなかった 
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